
がん診療における地域連携

がん対策推進基本計画（平成１９年６月閣議決定）において、がん医療の個別目標に「在宅医療」が掲げられ、取り組むべき施策とし
て、「共同診療計画表の活用等や在宅医療のモデルの紹介等により、各地域の特性を踏まえ、在宅医療が実施できる体制を計画的
に整備していく」こととされている。

計画管理病院

①退院後も含めた
治療計画作成

③経過報告

拠点病院等
診療所

②患者紹介
情報提供

退院後の外来医療
もしくは在宅医療を
担うかかりつけ医等

少なくとも最低３月に１回、また月１回を限度として、全身状態や診療
経過等につき、患者の経過報告書を作成し、計画管理病院に対し送
付。

通院中患者

※ 作成する計画には、計画管理病院と外来診療所との共同診
療計画表、患者用診療計画表及び外来診療所が計画管理病院
に対して送付する経過報告書フォーマットを含む。

手術・放射線治療
等の実施

定期的な診察、検
査等

外来化学療法等、
専門的治療
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共有される治療計画の例
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○ 全ての拠点病院において放射線治療を実施
○ 都道府県拠点病院等において放射線治療部門を設置

放射線治療の推進

10

現 状

} 放射線治療施設数：全国765カ所の医療機関（2007年現在）
} 放射線治療を担う医師、治療計画策定や精度管理などの従事者等の配置が十分に進んでいない。

放射線治療の認定医：615人（2009年3月現在）
医学物理士：418名（2009年7月現在）、放射線治療品質管理士：593名（2009年7月現在）

} 放射線治療を受けているがん患者

推計実患者数：21万8千人、がん患者の26.1％

がん診療連携拠点病院に対する支援等
①がん診療連携拠点病院機能強化事業、②放射線治療機器緊急整備
③がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の改定（平成２０年３月１日付）

国立がんセンターにおける研修・診療支援
①放射線治療計画策定にかかる研修、②放射線治療の品質管理

平成20年度診療報酬改定
①新しい放射線治療の保険導入
②放射線治療における充実した安全管理体制の評価等

（日本放射線腫瘍学会調べ）



evidence
RI治療による転移
発生率の低下

これまで：肺転移や
骨転移のある甲状腺がん

ERNEST .MAZZAFERRI ,RICHARD T.KLOOS J Clin Endocrinol metab
86:2001より
現在：転移のないlow-riskの甲状腺がんまで拡大

放射性ヨード内用療法と遠隔転移再発率

○甲状腺がんにおけるＲＩ療法の役割の変遷

外科的甲状腺全摘術＋RI療法の対象疾患

○放射性同位元素（ＲＩ）を用いた放射線治療

• 放射性ヨウ素131：甲状腺がん、甲状腺機能亢進症

• 放射性ストロンチウム89：骨転移（疼痛緩和）

• 放射性イットリウム90：悪性リンパ腫 など
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• 症例数 1649→2635（2002～2008年）

• 施設数 188床（66施設）→155床（64施設）（2002～2007年）

12

甲状腺癌に対するものの場合 次の予定

＊診療用放射性同位元素の検定日（毎週1回、月曜日届け）

表　投与と放射線治療病室の管理スケジュール

9日目 10日目 11日目 12日目5日目 6日目 7日目 8日目1日目

月曜日＊

2日目 3日目 4日目

月曜日＊日曜日土曜日

15日目

日曜日

16日目

月曜日＊

14日目13日目

土曜日

退出時の指導

退出の記録

I‐131カプセル

平均投与量

約3,700MBｑ

入院

クールダウン 汚染検査（2回）

と 汚染除去

I‐131カプセル

平均投与量

約3,700MBｑ
汚染RIの減衰を待つ期間

・症例数の増加に反して、施設数は減少している
・１室あたり１月に２例しか治療を行えない

→治療待機患者の増加：約5割：3ヶ月以上待ち
約2割：6ヶ月以上待ち

日本アイソトープ協会調べ

甲状腺がん治療における放射線治療病室の管理スケジュール

治療待機患者の増加



○ 全ての拠点病院において外来化学療法を実施
○ 全ての拠点病院において地域連携クリティカルパスを整備

化学療法の推進

13

} 現 状

} 化学療法を専門的に担う医師

日本臨床腫瘍学会 会員 7,574名（2009年10月9日現在）
がん薬物療法専門医 306名（2009年4月 1日現在）

日本がん治療認定医機構 がん治療認定医 5,962名（2009年4月27日現在）
} 外来化学療法を実施している医療機関数 （注: 外来化学療法加算を算定している医療機関数）
９９０医療機関（Ｈ１７） → １３９９医療機関（Ｈ１８） → １７２２医療機関（Ｈ１９） → ２０４５医療機関（Ｈ２０）

がん診療連携拠点病院に対する支援等
①がん診療連携拠点病院機能強化事業、
②がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の改定（平成２０年３月１日付）

国立がんセンターにおける研修

平成20年度診療報酬改定
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外来化学療法の普及
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○ 最近承認された主な分子標的薬

○ レジメン数の推移

これら新しい薬剤は、従来の抗がん剤と薬理作用や副作用が異なるため、
特に副作用の管理に注意が必要である。

成分名 販売名 主な適用がん種 特徴的な副作用

ベバシズマブ アバスチン点滴静注用 結腸・直腸癌 高血圧、血栓 /塞栓症、消化管穿孔

セツキシマブ アービタックス注射液 結腸・直腸癌 皮膚毒性、投与関連反応、間質性肺炎

イマチニブ グリベック錠 骨髄性白血病 浮腫、骨髄抑制

スニチニブ スーテントカプセル 消化管間質腫瘍、腎細胞癌 高血圧、骨髄抑制、甲状腺機能低下、手足症候群、心毒性

ソラフェニブ ネクサバール錠 腎細胞癌、肝細胞癌 高血圧、手足症候群

エルロチニブ タルセバ錠 非小細胞肺癌 皮膚毒性、間質性肺炎

病院名 2007年度 2008年度 2009年度

中央病院 251 315 404

東病院 152 169 206

国立がんセンターにおける登録レジメン（治療内容）の種類数は、増加している。
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